






























































































症例１ 症例２ 症例３ 症例４ 症例５ 症例６ 症例７


















受診年 Ｓ34～ Ｓ61 Ｓ63 Ｈ６ Ｈ10 Ｈ13 Ｈ16～18
県外受診決定者 友人 波の会 家族 波の会 波の会 自分、家族 家族（波の会）
医療機関選定者 友人 波の会 家族 波の会 家族 家族 家族（波の会）






















受診年 Ｈ19 Ｈ19 Ｈ24 Ｈ23～24 Ｈ23～24 H23～24 Ｈ24
県外受診決定者 主治医 主治医 主治医 主治医 主治医 主治医 主治医
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機関が扱うには大きすぎる問題群である。しかし、
あえて拠点病院の目標に「患者の生活（就労）支援」
を掲げることで、社会の中で自らの立ち位置を確認
していく足掛かりを作ろうとしたのである注１）。
これから懸念されることとそれへの対応
　最も懸念されることは、よし任せた！とばかりに
拠点病院にすべてが集中し、地域医療機関が基本診
療まで手放してしまうことである。これを回避する
には、地域で拠点病院とそうでない病院との役割の
明確化が必要になる。具体的に言うと、てんかん診
療を１次診療、２次診療に分け、拠点病院は２次診
療を担当すると宣言し、地域でその同意を得ること
である。そのためには、１次診療、２次診療の内容と、
それに必要な医療資源を明示しなければならない。
併せて、地域全体の診療レベルの底上げである。こ
こで診療レベルの底上げは、まず言葉の統一から始
めるべき注２）と強調しておきたい。つまり統一した
専門用語なり専門概念なりを使用することである。
「発作」が示す現象が語る両者で異なっていては良
い連携はできないからである。方法は古典的には症
例検討会の開催であるが、これは継続性に問題があ
る。現在、紹介状/返書というミニマムの連携シス
テムの利用、特に拠点病院からの返書と添付資料を
充実させることで、この「言葉の統一」の下地を創
ろうと考えている。添付資料にはビデオ脳波を加え、
発作を見てこれを統一された言葉で説明できること
から始めようと計画している。
　本稿はてんかん拠点病院制度の説明はせず、拠点
病院側の内発的な変遷に焦点を当ててそれを記述し
た。理由は、機を見るに敏な嗅覚より内的プロセス
を自覚化する思考こそが事業継続のエンジンになる
と思うからである。冗長になったのであれば責任は
すべて筆者にある。
注１） 「（就労よりも）まずてんかん医療の充実に力
を入れてください」：2018年度第１回全国て
んかん対策連絡協議会（横浜）における厚生
労働省担当者からは釘を刺された。
注２）必ずや名を正さん乎：論語　子路第十三之三
